
土木施設の長寿命化対策に係る指定都市市長会要請（案） 

地方公共団体が管理する道路、下水道など、土木施設の多くが老朽

化していく中、適切な維持管理や更新を行わなければ、国民生活や社

会経済に多大な影響を及ぼすおそれがある。 

 国においては、平成２５年度の「インフラ長寿命化基本計画」を策

定以降、制度改正や各種施策の推進をするとともに、本年度からの防

災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策など、様々な支援策を

講じているところである。 

地方公共団体においても、維持管理に係るライフサイクルコスト縮

減や予算の平準化を図るため、個別施設計画の策定や予防保全型の維

持管理を進めている。しかし、長期的分析によると適切な維持管理に

は継続的に多大な財源確保が必要となる上、専門人材の不足や点検・

工事手法の更なる効率化・省人化が課題となっており、現状のままで

は次世代への良好な土木施設の継承が困難な状況になると懸念してい

る。 

そこで、指定都市市長会がこれまで要請してきた継続的かつ確実な

財源の確保に加え、中長期的な視点で、今後も持続可能なメンテナン

スサイクルを確立し、土木施設の長寿命化対策が図られるよう、次の

とおり要請する。 

１ メンテナンスサイクルの推進に係る職員や事業者の育成・確保を

図るため、国が実施している各種研修の更なる強化や資格制度の確

立など、技術的支援を拡充すること。 

２ 近接目視による定期点検や修繕工事に係るコスト低減を図るため、

点検方法の見直しや包括委託等の多様な契約方法の導入など、効率

的・経済的に行える新たな点検・工事手法を検討すること。 

３ 施設の点検・工事に係る費用や労力を低減する新技術は依然とし

て少ないことから、新たな点検・工事手法を検討するに当たり、無

人航空機やロボットの活用など、新技術の開発と低価格化に産学官

共同で努めること。 
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